
 
 
 

全企業向け・中堅企業向け賃上げ促進税制（法人：令和６年４月１日から令和９年３月 31 日までの間に開始される

各事業年度が対象、個人事業主：令和７年から令和９年までの各年が対象）の資料、「賃上げ促進税制」御利用ガイ

ドブック 令和６年８月５日公表版が令和６年１０月１６日に更新されました。 

 

■賃上げ促進税制とは 

・賃上げや人材育成への投資を積極的に行う企業に対し、雇用者給与等支給額の前年度からの増加額の一定割合を、

法人税額又は所得税額から控除する税制です。 

・全企業向け税制、中堅企業向け税制、中小企業向け税制の３種類あり、法人にあっては適用事業年度終了の時、個

人事業主にあっては適用を受ける年の 12 月 31 日における企業規模に応じて以下のとおり利用可能な税制が異な

ります（併用はできず、いずれか一つのみの選択適用となります）。 

・本ガイドブックは、そのうちの全企業向け税制、中堅企業向け税制のガイドブックとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

■全企業向け賃上げ促進税制の概要 

【適用対象】 

・青色申告書を提出する全法人又は個人事業主 

 

【適用期間】 

・法人：令和６年４月１日から令和９年３月 31 日までの間に開始する各事業年度 

・個人事業主：令和７年から令和９年までの各年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【労務】「全企業向け・中堅企業向け賃上げ促進税制（更新）」が公表されました 

 



■中堅企業向け賃上げ促進税制の概要 

【適用対象】 

青色申告書を提出する法人又は個人事業主であり、かつ、法人にあっては適用事業年度終了の時、個人事業

主にあっては適用を受ける年の 12 月 31 日において常時使用する従業員数が 2,000 人以下の法人又は個人

事業主 

※ただし、その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある他の法人の従業員数の合計数が１

万人を超えるものを除く。 

 

【適用期間】 

・法人：令和６年４月１日から令和９年３月 31 日までの間に開始する各事業年度 

・個人事業主：令和７年から令和９年までの各年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照ホームページ ［ 経済産業省 ］ 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/r6_chinagesokushinzeisei/r6_chinagesokushinzeisei.html 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/r6_chinagesokushinzeisei/r6_chinagesokushinzeisei.html

